


































































































































































































































































































































































































































































































































なく Fordである。Fordismの本山 Dearborn Plantを視る。














































































































































































































































































イノベーション 創業・戦後復興期（193354） 高度成長期（195573） 安定成長期（197491）
①：プロダクト
（研究開発，事
業）
33：X線撮影用タイマで創業，
電力用保護継電器 43：国産初
マイクロ SW開発 53：一真初
渡米，オートメーション機器開
発に着手
56：マイクロ SW・MIL規格
60：無接点 SW，中央研究所開
設 6368：サイバネーション
事業（食券販売機，電子交通信
号機，自動改札機，ATM，自
動改札システム他） 6973：事
業多角化（電卓，ミニ家電，
ECR，健康機器他）
74：立石ライフサイエンス設立
7882：提携事業展開（半導体，
パソコン，PBX，半導体製造装
置他） 8691：研究拠点展開
（町田，筑波，横浜，熊本）
91：データゼネラル社買収
②＋④：
プロセス
（生産，原材料）
5371：部品加工の下請体制
（山魚会→研進会→協力工場会）
55：Pシステム導入（生産，研
究，販売分社） 5572：生産子
会社展開（55：P工場→62：専
務 P→64：ネオ P→71：海外
WP→72：ミニ P）
8593：生産工場の海外展開加
速（OTE・台，OUK・英，
OMA・米，ODI・加，OMI・
インドネシア，OMD・中国・
健康）
③：マーケット
（市場，販売）
37：東京出張所開設 512：大
阪，福岡出張所開設
60：特約店制度導入 63：販売
学校開校，NY事務所開設
64：営業分室制度導入 67：
OTF初開催
73：CGO（欧州）設立 83：
販社海外展開（北米，ブラジル，
シンガポール他） 8889：統括
会社・世界４極体制
④マネジメント
（組織，施策，
理念）
33：大阪・立石電機製作所創業
45：京都・御室へ移転 48：法
人設立，経営基本五原則，子会
社で労働争議 50：33人で再建
スタート
55：オートメ創業元年：第二創
業 57：提案制度 59：社憲制
定，商標 OMRON制定 61：
むつみ会発足，立石技術研修所
開校 65：全立石合併・東証上
場 68：サリドマイド児用義手
開発 70：SINIC理論，事業部
制導入 72：オムロン太陽設立
75：赤字・構造改革（選択・集
中，戦略，監査機能ほか）
78：労組結成 79：孝雄二代目
社長，一真・会長就任 83：VI，
創業50年，大企業病克服 87：
義雄三代目社長，一真・相談役
就任 90：G90s，社名オムロ
ン（第三創業）
人との出会い
（一真履歴等）
（学友：権藤・吉瀬） 47：弟・
晋，50：妻・元子死去 52：
オートメーション・上野，サイ
バネティクス・西 53：売上１
億円 53：絵画：チャーチル会
林
54：荒木・経営改革他 56：立
石ニュース創刊 57：謡曲・梅
若流家元 59：ドラッカーと出
会い 61：四方信子と再婚，む
つみ創刊 63：30年史刊行
67：売上100億円 71：太陽の
家・中村博士
75：大前・経営改革他 75：エ
コー創刊 78：売上1000億円
88：妻・信子死去，55年史刊行
91：一真死去（90歳），売上高
4644億円
時代背景
（社会・経済）
41：太平洋戦争45：終戦 49：
1＄＝360円，ドッジ・ライン
51：朝鮮戦争特需・売上急増
56：「もはや戦後ではない」
60：所得倍増計画 64：東京五
輪，新幹線 68：GNP世界２
位 69：東名高速 70：大阪万
博 71：ドルショック・円高
72：列島改造論 73：第１次石
油危機，高度成長経済の終焉
74：狂乱物価 79：第２次石油
危機 81：日米貿易摩擦 85：
プラザ合意，円高不況 89：昭
和天皇崩御 91：ソ連崩壊，湾
岸戦争 92：バブル経済の崩壊
（出所）立石電機創業55周年実行委員会編，1988。ほか立石電機経営資料を基に筆者作成。
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安定成長期（197491年）のイノベーションは，海外企業との提携事業に
よる多角化や生産と市場のグローバル展開に重点が置かれていたことが表れ
ている。
３．考察
本稿の目的は，オートメーション事業で産業界を支えた立石電機のイノ
ベーション活動に注目し，一真の生い立ちから1991年までの個人特性と企業
家行動を多面的に分析し，立石電機の成長要因を明らかにすることであった。
事例研究で述べたように，一真は幼少期から青年期まで数多くの挫折を経
て起業した。そして企業経営においても多くの困難に遭遇したが，強靭な精
神力と肯定的な未来志向のいわゆる，レジリエンスで切り抜けたことが見て
取れた。以下，（１）人との出会い（２）海外視察ミッション（先行研究よ
り）（３）一真のイノベーション（４）含意の視点から考察する。
（１）人との出会い
支援者にも恵まれ，変化点では学友の助けがあった。また39歳の若さで亡
くなった明るい妻・元子の内助の功があった。そして社内の多くの同志に支
えられたことは言うまでもない。
90歳を迎えた一真の最後の著書（一真，1990，14 頁）には，ギリシャの
古哲の言葉「人生は人を求めて歩く旅である」を引いて，よき師を求め，あ
るいは先輩を求め，あるいはよき友を求め，あるいは良き妻，良き夫を求め
て歩くのである。長い人生を振り返ってみると，確かにそうであったと認め
ている。
戦後復興期の1952年に再建を模索していたとき，日本の能率の草分けであ
る上野陽一からオートメーションの話を聴いた。これがきっかけで1955年に
日本にまだなかったオートメーションの市場を開発するという大変なベン
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チャーを始めた。市場ニーズを捉えるために，一真が先頭に立ち総動員で開
発・製造し，販売につなげていった。また，西勝造からはウィーナー博士の
サイバネティックスという新しい科学を聴いた。
商品数が増え量産ができるようになったら，子会社ごとに別工場をつくり
量産するシステムを発案して，生産性をあげるようにしたのが Pシステム
である。1954年に著名なコンサルタント・荒木東一郎との出会いがあり，そ
のシステムの導入，整備や経営全般にわたる指導を受けた。
Pシステムが安定した1959年に，初来日したドラッカー教授と出会い，教
授の分権経営と軌を一にすると共感し，それ以来家族ぐるみの付き合いに
なった。
1971年，医学博士・中村裕（192784）との出会いがあり，障がい者の福
祉工場の共同経営を始めた。そして，1973年のオイル・ショックで経営危機
に陥ったとき，経営改革の指導をマッキンゼー日本支社長・大前研一
（1943）との出会いがあった。
一真は趣味について問われると，即座に絵と謡と短歌と答えている。絵画
との出会いは，1953年の日曜画家の会・京都チャーチル会（林正治幹事長）
で描く楽しみを得た。謡曲は1957年に中野師範の紹介で出会った，人間国宝
の観世流・梅若六郎家元である。短歌は，熊本高工在学中に 5，6人でアラ
ラギ派の同人とガリ版の雑誌をつくって楽しんだ流れである。
このように，公私とも多くの支援者や指導者と出会い，波乱に満ちた人生
を豊かに過ごした。
（２）海外視察ミッション（先行研究より）
戦後日本の生産性向上運
（14）
動の展開についての先行研究は，佐々木（1998）
（14） 生産性運動は労使協調，雇用拡大，成果の公正配分の三大方針（生産性三原
則）で推進した。
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が詳しく記述している。それによるとアメリカ式の新しい管理手法の導入に
向け，1945年工業標準化の普及事業を目的に，日本規格協会が設立された。
続いて1946年には QC運動推進の中心となる日本科学技術連盟が創設された。
日本生産性本部は，アメリカの戦略的援助の受け入れで1955年に設置された
組織で，生産性向上に関する海外視察団の派遣を積極的に推進した。
海外視察の始まりは1955年の鉄鋼業生産性視察団である。続いてトップマ
ネジメント視察団が企業経営の基本理念の調査を，そして電機工業生産性視
察団
（15）
が米国に派遣されていることが記述されている。
大内（1998）は，戦後日本の急速な経済発展に寄与したのは，1955年から
1961年までの生産性運動だったといい，なかでも海外視察団の人的交流によ
る学習過程について研究している。それによると，欧米の経営方式や新技法
の導入は①即導入（経営の精神，品質管理，製造上の技術等）②新技法を日
本の文化に適応するように修正・実用化（マーケティング，IE，HR，原価
計算等）③新技法の導入が困難で大幅に修正，あるいは従来方法を踏襲（人
事・労務管理，労働組合等）の３つの区分で対応したとある。それは，欧米
の正確で完全な摸倣ではなく，指導を受けた各企業が自社に適合するように
修正・改良するという「日本的技法」が形成されたと述べている。
一真が1953年の米国中小電機視察団で学んだことも，大内の区分のように
テーマごとに取捨選択している。例えば，QC運動や提案制度は前述のよう
に，フォードのシカゴ工場から学んで即導入し，生産方式や経営理念などは
組織に見合ったように修正を加えて導入している。
そのほか森・島西・梅崎（2007）は，日本生産性本部による海外視察団の
（15） 佐々木（1998，285290頁）には，戦後日本の経済成長の牽引産業の一つと
なった電機産業関係者による視察について詳しい記述がある。それによると，電機
工業生産性視察団は労使混合の13名の視察団で，1955年にアメリカを訪問している。
人事・労務・，技術・生産，販売，経理の４部門の専門部会を設けて検討し，459
に上る調査項目を作成したとある。
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活動データ（19551975年）を基に，視察団の運営体制や実態についての報
告をしている。
しかし，ここで強調すべき点は一真が参加した視察団は，1955年の日本生
産性本部主催の鉄鋼業生産性視察団（佐々木，1998，251252頁）より，２
年も前に実施されたことである。このことは，佐々木，大内，森らの先行研
究には，一真が参加した1953年の米国中小電機工業視察団に関する記述が見
られないのはなぜだろうか。何らかの理由があるのかもしれない。
いずれにしても，一真は上野や西や荒木らから，アメリカの最新の経営管
理や技術情報をいち早く入手し，研究を重ねていた先見性の表れであろう。
（３）一真のイノベーション
前掲の図表５で，立石電機の1933年の創業から1991年の一真死亡までイノ
ベーションとトピックス（人との出会いや社会・経済の時代背景）を概観し
た。そのうち1955年から1973年までの高度成長期がダイナミックな展開を見
せていたことがよくわかった。
図表６は1933年の創業をスタートに，その後の成長過程の重要なイノベー
ションを時系列に整理したものである。
一真が歴史を振り返るとき，常に「企業の決定的瞬間」と述べている1952
年の「オートメーション」と「サイバネティクス」との出会いが，未来を切
り拓くイノベーションのきっかけとなっている。当時は1949年のドッジ・ラ
インで被った負債を完済し，会社再建に目途がついたころで，一真は翌1953
年５月の創業20周年記念祝賀式典で，「会社再建なる」と宣言した（立石電
機55年史，1988，6061頁）。
そして，同年９月から35日間の米国初視察で学んだことがオートメーショ
ン事業の本格的参入の大きな転換点となり，多くのイノベーションへと連鎖
していった。米国初視察で学んだことをまとめると，「フォード・システム
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などの管理方式・生産方式」「トランジスタなどの新技術情報」「開拓者精神
やキリスト教など米国企業の逞しさ」に集約できる。この３つが協調しなが
ら，1955年のオートメーション事業創造による第二創業（オートメ創業元
年）を果たした。詳しくは，前述の事例研究②米国初視察と成果（195355
年）のとおりである。
その後，1960年の無接点近接スイッチやサイバネシステム事業，1959年の
社憲制定や1961年の労使協調組織のむつみ会へとつながり，「製品：プロダ
クト」「生産：プロセス」「市場：マーケット」「組織：マネジメント」へと
拡がっていったことが見て取れる。
以上のように，一真の米国初視察はその後の立石電機の転換点となり，多
くのイノベーションへと連鎖していった節目となる重要な出来事だったこと
が今回の調査で明らかになった。
図表６．成長過程とイノベーション
（出所）筆者作成。
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（４）含意
企業史は，時間の流れの中で企業行動や産業発展などの変化のプロセスに
注目し，企業行動がさまざまな要因と影響しあっていくダイナミックなプロ
セスの考察が重要と言われている。清水（2013），宮本（2014）らの「歴史
のダイナミック」「経路依存性とコンテクスト」そして「企業家の意思決定」
の見解を参考にして経営史的な視点から本稿の成果を考察する。
一真が1933年に立石電機を創業後，1952年オートメーション情報を察知し，
アメリカ視察を経て1955年オートメーションで第二創業を果たした。その後，
1990年に社名をオムロンに変更し第三創業を迎えた後，1991年90歳で死亡す
るまでの約60年間の企業行動の歴史を，高速回転で見た「連続写真」でス
トーリー性をもって追っかけた。それによって，時代が取り巻く経営環境・
構造や人との出会いによる情報経路とイノベーションの連続性をつぶさに分
析することで，立石電機の成長要因と一真の意思決定のプロセスが明らかに
なったことである。
二神（1955），中村・杉岡（1964），吉原（1967）らの先行研究は，特定の
短期間や特定テーマについてのワンショットの「静止写真」による分析のた
め，情報経路やイノベーション発展の連続性がわからない。
歴史が大きく動くときには，それまでの経路依存性を断ち切るような意思
決定が必ずあるという。一真がそれまでの電力設備用継電器から，1955年の
生産設備用のオートメーション機器への事業転換に踏み切ったときは，不確
実性が高くリスクを伴うなか，ヒト・モノ・カネの経営資源を集中投入し，
経営システムを変革させてオートメーション市場の創造というイノベーショ
ンを興した。
さらに先行研究ではわからなかったが一真の個人的特性の背景となる人格
形成や人脈形成の過程も明らかにすることができるなど，一定の成果をあげ
ることができた。
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４．おわりに
1990年１月１日，立石電機からオムロンへ社名を変更して「第三の創業」
のスタートを見届けた一真は，翌年１月12日に心筋梗塞で90年の人生を終え
た。
一真は幼いころ父を亡くしている。1950年（一真・49歳）には，妻・元子
（39歳）を病気で亡くした。７人の子供を育てなければならなかった。末っ
子の文雄（現オムロン会長）がまだ一歳の赤ん坊だった。労働争議直後の会
社再建中と重なり，苦難に満ちた最悪の頃だった。ことさら「健康」への願
いは強く，それが現在のヘルスケア事業へのエネルギーにもなっている。
企業経営では，空襲による本社・工場焼失に始まり，倒産危機に直面した
労働争議や1970年代のオイル・ショックによる不況，電卓やミニ家電などの
参入・撤退，そして大企業病克服と多くの危機に遭遇した。一真は，「適者
生存の法
（16）
則」を経営の基本に「強靭な精神力＝逆境力」，類まれなる「ハン
グリー精
（17）
神＝挑戦力」と「時代を読む力＝洞察力」で切り拓いてきた。オー
トメーション事業や社会貢献活動に偉大な足跡を残し，また文化人・趣味人
としても豊な人生を全うした。
そして一真は，「永遠なれベンチャー精神」の言葉通り常に未来を見据え
創造と挑戦に情熱を傾けた90年間であった。市場・製品ではオートメーショ
（16） 立石（1985，6566頁）によると，生物は自然条件のもとで化成し，生存を続
けていく。（略）環境変化に適合できない生物は滅びていく。かつて地球上で猛威
をふるった恐竜でさえも例外ではなく，滅び去っていった。（略）昔から今日まで，
おびただしい企業が興り，そして潰れていった。その栄枯盛衰のあとをたどれば，
国家・社会・科学技術の革新に適合することができた企業は生き残り，かつ栄え，
それができなかった企業は，うたかたの泡のごとく消えている。企業の法則もまた，
まさに「適者生存」なのである。とある。
（17） 立石（1985，2630頁）によると，「ハングリー精神の欠如こそが，大企業病の
元凶」と述べている。
立石電機のオートメーション事業の創造（須本隆雄）
150
ン事業の創造はもとより，採算を度外視したサリドマイド児用の電動義手開
発や障がい者福祉工場・オムロン太陽の経営など，社憲に基づいた「企業の
公器性」の経営を貫いた。このように一真は，「ハングリー精神と品位」を
兼ね備えた稀有な経営者だったことが伺える。
一真のイノベーションは，もともとはプロダクト志向だった。それは1950
年代のモノ不足に喘いでいた日本では一般的だった。松下幸之助もヘン
リー・フォードの伝記から，1932年の命知を宣言した経営の真使命の「水道
哲学＝生産者の使命は，貴重なる生活物資を水道の如く無尽蔵たらしめるこ
とである」を学んだとされる（小松，2006，217頁）。
それと同様に，一真はダーウイン，ポール・ハリス，そしてフォードらか
らたくさんのことを学んだ。
「最もよく人を幸福にする人が最もよく幸福になる」。一真が生涯を貫い
た信条信念だった。
本稿でやり残したこととして，
一真が企業経営にあたり，企業理念の重要性を米国視察から学んだ，「社
憲」の導入背景や定着・運用策などあまり触れていない。ロータリークラブ
のポール・ハリスの思想や社憲の精神を基盤としたサリドマイド児用電動義
手の開発，中村裕博士と共同設立した障がい者雇用の福祉工場の経営など，
一真が実践した「企業の公器性」についての調査を行う予定である。
また，高度成長期に立石電機が飛躍的に貢献した分権経営の「Pシステ
ム」の成り立ちや仕組みなどの研究も深めたい。
そして，オムロンの OB社員や関係者からの聞き取り調査の追加を予定し
ており，実施済と合わせて「立石電機のイノベーション：オーラル・ヒスト
リー編」をまとめる予定である。
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